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構成主義パラダイムと高校生のホープついて
――商業教育の性格と特異性に着目して
Constructivism Paradigm and Hope of the High School Students:
With Focus on The Nature and Singularity of Commercial Education
目時　修
METOKI Osamu
要旨　本稿の目的は、職業教育のひとつである商業教育の性格や特異性について検討を加
え、高校段階で職業の専門教育を受けることの有意性について構成主義パラダイムの観点
から考察し、学校における学習法のあり方を提案するものである。教育目的が多様になっ
てきた現在、単なる知識量ではなく問題解決能力や批判的思考力の獲得、学校や友人との
親和度の変化に着目し、EdVisions型PBL（Project-Based Learning）を実践展開している
メンバーが、検討手法の一つとして用いている「Hope Study」に注目した。とりわけ「ホー
プ」と「自律」に焦点を絞り、普通科及び商業科の生徒相互や教師との関係性について検
討を加えた。その結果、普通科・商業科とも「学習意欲の格差」と呼ばれるほど極端な二
極化の傾向があること、普通科における職業教育が組み込まれていないキャリア教育は、
「自己実現アノミー」を昂進させる要因の一つであることがわかった。それにより教師と
生徒が、対等な立場に立って協同で真理を模索し探求する関係性の構築による協同として
の学びのあり方を提案することができた｡ 商業教育のもつ教科の特異性や教科内容は、子
どもたちに内在する可能性を引き出し、協同教育への足がかりとなる学習法を導入するた
めの方向性を明らかにする、重要な論点を提供するのではなかろうか。
1 　はじめに
　本研究の目的、研究方法等を明確にするためには、これまで「学力」という言葉で集約
的に表されてきた、学校で身につけられる（身につけるべき）能力について整理する必要
がある。初等・中等教育においては、「PISAリテラシー」、「キー・コンピテンシー」、「生
きる力」、「人間力」といった言葉が使われ、高等教育・職業教育においては、「コンピテ
ンシー」、「学士力」、「汎用的能力（generic skill）」、「就業能力（employability）」、「社会人
基礎力」、「職業基礎力」といった言葉がみられるように、「学力」以外の用語が用いられ
るようになってきた。松下はこうした多様な言葉で表される概念を「新しい能力」という
言葉で総称した1）。また、どの「新しい能力」の概念も、「程度の違いこそあれ、明示的
に背景として掲げられているのが、グローバルな知識経済への対応の必要性である2）」と
述べている。
　そのような学力論争が続く中、日本の学力低下が決定的に印象づけられたのは、OECD
が2004年に公表した学習到達度調査（PISA）だった。学力論争からPISAショックを経て
進行中の日本における「新しい学力」をめぐる理論と実践の目的は、獲得した知識を活用
しながらグローバルな世界を生き抜く学力の育成であろう。その活用の過程は、子どもた
ちや社会との関係性、子どもたちの生活実感から遊離しない学びとして、競争的で無機質
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な暗記中心型の学習の問い直しに波及した。
　PISAは学力概念を「参加的で文脈的、包括的な学力」と括っている。その限定された
力が「学業成績（Achievement）」として、教育成果の評価のための包括的な概念となった。
　また、学力概念に人間的および市民的な成熟が包含された3）。しかし、現在の学校現場
で語られている学習概念は、知識や技能の習得に特化している点で限界がある。むしろ、
学習にはライチェン＝サルガニクが述べているように、「学習への意欲や関心から、行動
や行為に至るまでの広く深い能力観、コンピテンシー（Competency）と呼ばれる『人の
根源的な特性』に基礎づけられた学習の力量形成への視点4）」が必要となる。特に重要な
3つの鍵となる力としてライチェン＝サルガニクが、図 1のように「キ ・ーコンピテンシー
（Key Competency）」として示した。各々のキー・コンピテンシーは、それぞれ特定の目
標を持ちつつ相互に関連し合いながら5）、教えられた知識をただ繰り返すことを越え、問
題解決を行い、いっそう複雑な課題を解決するための示唆となっている。
　近年の学校現場では、キャリア教育や職業教育の重要性の認識により、インターンシッ
プや職場体験が盛んに実施されている。しかし、このことが職業観の醸成や職業能力の育
成に結びついているか、その検証と改善の検討が十分になされているか疑問がある。職業
学科のうち商業科は、とりわけ産業界との関係性が強い存在と認識され、戦後の一定の時
期において、産業界の要請に答えるように即戦力を養成し企業に送り出す教育機関として
社会で認識されていた。番場は、「職業高校が学習する意欲と態度を育成するとともに、
基礎となる知識や技術・技能、学び方などを確実に身に付けさせる継続教育を重視した役
割を担った教育機関へ変質した6）」と指摘する。
　商業科は実生活を学習フィールドに設定し、実感をともなった学習カリキュラムが創造
され、「課題研究」という課題解決型の科目が必修化されている7）。また、商業科として
の教科の特異性や教科内容は、後期中等教育で大半を占める普通科高校生に内在する可能
性を引き出し、協同教育への足がかりとなる学習法を導入する方向性を明らかにする重要
な論点を提供できるのではなかろうか。
　本稿は、職業教育のひとつである商業教育の性格や特異性について検討を加えることが
目的である。教育目的が多様になってきた現在、これらの検討を行うにあたり、単なる知
識量ではなく問題解決能力や批判的思考力の獲得、学校や友人との親和度の変化に着目す
べきである。これにより、商業教育の成果だけでなくすべての教育の成果について可視化
図 1　キー・コンピテンシー（Key Competency）
（出典）ライチェン＝サルガニク（2008）p. 202
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できる。これらの点に関する検討は喫緊の課題であるが、現在のところ先行研究として散
見できない現状である。この可視化に向けた検討手法の一つとして、EdVisions型PBL
（Project-Based Learning）を実践展開しているメンバーが用いているHope Study（以下：「ホー
プ尺度」）8）」に注目した。とりわけ「ホープ9）」と「自律」に焦点を絞り、普通科及び商
業科の生徒相互や教師との関係性について検討を加える。その際に、学校において知識や
姿勢を学ぶ学習法としての協同学習の意義に注目する。
2 　問題の背景
　高等学校キャリア教育の手引きにおいてキャリア教育と職業教育は、各々「一人一人の
社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度を育てることを通して、キャリ
ア発達を促す教育」、「一定又は特定の職業に従事するために必要な知識、技能、能力や態
度を育てる教育」と定義されている10）。キャリア教育は、従来から学校教育で重視されて
きた「生きる力」を育むための教育である。とりわけ、近年の産業構造の変化、社会情勢
の激変、学校制度の在り方、青少年の就労、若年者の意欲や価値観の変化にまつわる様々
な課題が山積する現在、職業教育がその中核となる教科と位置付けることができるであろ
う。こうしたことを踏まえ、生徒がキャリアを形成するために必要な能力や態度の育成は、
職業教育という体系のもとで「社会的・職業的自立」の育成を推し進めるという点に、今
日の学校教育における職業教育の積極的意義があるといえる。
　職業高校は、1995年に『専門高校』と言い換えられた11）。この呼称変更に象徴されるよ
うに、職業高校は即戦力の人材を育成する教育機関から、そこで身につけた知識や技能を
基礎として、大学や専門学校等の教育機関や職場等において継続した専門能力の向上を目
指す教育機関に変質した12）。このように、職業教育は高校教育で完結するものでなく、継
続教育の出発点となった。
　しかしながら、表 1の卒業後の就職者数一覧に示すように、商業科は就職希望者が多い
割に、就職内定率が普通科に比べて高位である。このことは、商業教育において無業者を
少なくするための何かしらの教育的な効果があるのではないかと推測できる。
表 1　卒業後の就職者数一覧
〈男子＋女子〉
学科
卒業者数
（Ａ）（人）
就職
希望者数
（Ｂ）（人）
就職希望率
（Ｂ／Ａ）
（％）
就職者数
（Ｃ）（人）
就職率
（Ｄ＝Ｃ/Ｂ）
（％）
未就職者数
（Ｂ－Ｃ）
（人）
Ｈ22
普通 773,923 64,448 8.3 57,224 88.8 7,224
商業 69,679 28,656 41.1 27,010 94.3 1,646
Ｈ21
普通 780,975 65,549 8.4 56,781 86.6 8,768
商業 71,311 28,290 39.7 26,303 93.0 1,987
Ｈ20
普通 773,612 75,788 9.8 67,582 89.2 8,206
商業 73,487 32,745 44.6 30,882 94.3 1,863
（出典）文部科学省平成20～22年度学校基本調査より筆者作成
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　現在の高校教育は、『基礎的・汎用的能力』を身につけさせるという社会的な要請に基
づいている。しかし、職業教育を通じて専門に関わる技能を身につけるような学びの展開
こそが、今後の知識基盤社会において極めて重要な意味を成すと考えているのは筆者だけ
だろうか。
　普通科で行われている教科及びキャリア教育は、職業の関係が見えにくいため、先生に
とっても生徒にとっても、移行準備の先送りとなり、普通科の就職率の低さの傾向として
現れているのではないだろうか。このことは、教科の土台に基づいたキャリア教育やコミュ
ニケーション能力、あるいは教育を通して育成される能力の育成を阻害している要因の一
つであろう。筆者は、これらの育成とそれによる生徒の資質改善が、取りも直さず職業教
育を充実させ生徒の『基礎的・汎用的能力』の育成を促し、生涯教育や公民教育の効果と
普及に寄与するであろうと考えている。
　学校は子どもたちが持てる力を活用して、将来の進路や社会とのかかわり方を考えるこ
とができる場でなければならない。学校における日々の授業は、教科におけるそれぞれ重
要な概念と扱う事柄について、生徒や教師の身近な事実を用いている。このように生徒や
教師の身近な周囲の素材を用いることは、構造的な知識を形成させる上で重要な概念であ
る。実際に知識を構造化するためには、個々の生徒と周囲の他者（教師・地域）が一緒に
なって学びたいことを探求し発展させることが求められる。その時の教師の役割は、生徒
の目標に対して、どれだけ協同（Cooperative）して創り上げるかに尽きる。そして、生徒
が学びたいと思っていることに、教師がどれだけ対応し『協同学習（Cooperative Learn-
ing）』として発展させられるかであろう。ここでいう協同とは、協力して学び合うことで
学ぶ内容の理解・習得を目指すものであり、協同学習とは一緒に取り組むことによって協
同の意義に気づき、協同の技能を磨き、協同の価値を学ぶ（内化する）ことが意図された
教育活動である13）。
3 　構成主義パラダイムと商業教育の関係
　学習内容を構造化した系統的な教授法は、多様な価値観や特徴を持つ現代の子どもたち
に対応できていないことから、従来の教育理論とは異なる基礎となる前提を有する様々な
教育理論がいわれるようになった。その異なる様々な教育の基礎的な前提となる理論の流
れが「構成主義パラダイム」である。構成主義の考え方では、「学習者を積極的に環境に
働きかけ、既存の知識を駆使して、新しい知識を主体的に構築していく存在14）」だとみな
し、与えられた知識を吸収することよりも学習者自らが課題を見つけ、解決方法を探るこ
とに重点が置かれる。
　構成主義における学力観は、基礎から上に積み上げて形成されるのでなく、逆に上から
引き上げられて形成される。学力を形成するためには、実在する現実の丸覚えや受動的な
知識を注入される存在ではなく、何が必要で何を知りたいという意図的で主体的な行為や
反省による相互作用による活動が求められる。このように構成主義は、積極的に他者と関
わりを持ち自らの知覚を総動員して思考を深め、自分のわからない（できない）レベルを
コミュニケーションを通して相対化することである。
　近代学校が大衆化する以前の学びは、現実の社会と結びつき実体験に基づいたもので
あった。農業や漁業、商業、工業などのあらゆる産業が、自己の生活を支えるために知識
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と技術を発展させ、それを後世に伝承させていた15）。この時代は、現実の社会と直結した
職業社会そのものがカリキュラムであり、単純化した問題設定では解決できない課題に対
して、活動という協同作業に基づいた『学び』を教育（教科）内容に内在させていた。近
代の職業教育はこのように、協同作業の『学び』がカリキュラムに反映されつつ受け継が
れ定着した16）。同時に、職業教育は課題や知識習得に関して、学習者自らが知識や学習の
目的に主体的に動機づけられた教育として認識されるようになった17）。
　中央教育審議会の答申では、「職業に関する各教科・科目の改善は、生徒の進路の多様
化に対応する観点から、商業の各分野で学習する内容と関連する職業とのつながりに着目
し、将来の職業を見通し学び続ける力を育成する18）」というように目的を明確にしている。
このことは、商業教育の対象をビジネス、商品の生産・流通・消費にかかわる経済的諸活
動として幅広くとらえ、経済社会の仕組み全体として扱っていることを指している。この
実践例として、鹿児島県立指宿商業高校の「 1年生は道の駅体験学習、 2年生は職場体験
学習、 3年生は学校デパート『指商デパート』の経営」がある19）。この他に全国の商業高
校には、地域興し・商品開発、売買・広告作り・観光・インターンシップなどの特色ある
教育活動を展開している事例が数多く存在する20）。商業教育の学びは、習得した知識を記
憶としてとどめるだけでなく、実際に活用する経験（体験）することで、「学ぶ意欲」の
高まりと、社会や仕事との関係性に気付くことを可能にしている。
　商業教育の目標は「人づくり21）」であり、ビジネスの基礎基本の能力としての「豊かな
創造性」と「ビジネスの実践力」を兼ね備えた人材の育成である22）。このように商業高校
は、社会や将来の職業とのつながりを明確に意図した教育を展開している。佐々木による
と高校の職業学科は、「公的性格をもつ最も重要な職業教育を行う学校としての機能23）」
を果たしてきた。現在の職業学科の教育課程は、おおむね60～70%の「普通教育」と職業
生活に深く関連した「専門教育」を合せた編成になっている。しかし、大学進学熱が高ま
るなか学校間格差が顕在化し、ほとんどの職業学科は大学進学に不利な学科として、その
地位を追いやられ急速に存在意義を低下させた。同様に商業高校（商業系のみの学科を有
する高校）は大学入学者の選抜の過程を通して、進学実績という目に見える形で普通高校
（普通科のみの学科を有する高校）との学力格差が拡大した。
　1980年代に入り、当時の高校生の社会的自立や職業的自立を促していたのが、進路指導
という出口指導だったことや、高校の学習の目的が上級学校への入学者選抜試験に合格す
ることに矮小化したことなどにより、高校の序列化を招き商業科は相対的に低位に位置づ
けられた24）。高学歴志向と普通科志向の進展は、難関な学校へ選抜試験を乗り越えて進む
ことが人生の成功につながるという社会的言説を定着させた。
　このような進路指導の実態は、高校卒業時に就職する生徒に対して競争からの脱落者の
イメージを植え付けてしまった。さらに、中学校における偏差値を基準とした序列的な進
路指導は、商業科への不本意入学者を高学歴志向とパラレルな状態で増加させた。この不
本意入学者の増加は、生徒の学力の低下を招き、学習指導要領の目指す商業教育の内容と
そこで学ぶ生徒の実態の乖離を深刻化させた。これらのことが相乗的に影響し合い商業教
育は、脱落者への教育機関だというイメージを拡張させた25）。
　商業教育は職業に必要とされる基本的な行動様式や基礎的な学力の上に、その時代に必
要とされる実践的な知識や技能の習得ができる教科で、このことが商業科の有意性であっ
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た。また進路指導は、これらの実践的な知識や技能の習得、生徒個々の職業適性の診断結
果や学業成績、学校での諸活動などをもとに、適性がある職種とマッチングを図り、卒業
時の就職につなげていた26）。1990年初頭までのバブル景気のもとでは、生徒の就職時の就
職先は容易に確保できた。しかし、当時の人材募集の優先課題は、商業科で学んだ知識や
技術が即戦力としてよりも、企業の労働力の確保であった。つまり、商業教育の優位性が
特段担保されたわけではなかった27）。
　筆者はこれらのことから、商業教育の特徴を資格取得と進路指導の 2つに集約できると
考えた。
資格取得・・・ 学習意欲の向上と目標進路の実現に大きく貢献する。簿記や情報処理など
の検定試験は年に数回実施される。このことが、生徒の興味や関心、目標
進路、学習進度や理解度に合致した受験を可能にしている。このように検
定試験が短期的な目標となり、学習面や生活面における意欲の向上や維持
に強い影響を与えている。教育課程の中にさまざまな資格取得のプログラ
ムやプロセスが内在している。
進路指導・・・ 短期目標の実現は、目標進路の実現という最終目標への到達プロセスを明
確にさせる。大学進学者の増加は、商業教育に進学指導が加わり生徒の多
様な進路目標への対応をもたらした。これにより、就職と進学という対極
にある両者の進路目標を支援するようになり、商業教育の最大の特徴とし
て内在しつつ特異な発展を遂げた。
　近年の高度情報化社会の進展や経済のグローバル化は、企業間競争の激化、日本的な終
身雇用制度の揺らぎ、多様な雇用形態の拡張などの仕事をする上で求められる資質や能力
に大きな変化を生じさせた。それにより、企業へ就業しその後に企業の職能開発として行
う社員教育の縮小を招いた。また、今まで商業科の卒業生が担っていた事務職や事務補助
などの業務を外注や派遣などの非正規社員への置き換えも進行した。
　今までにない速度で進んだ情報技術を中核としたイノベーションは、企業自体に自己革
新を求め、結果として労働市場の流動化が促進された。このような変革の状況下における
進路指導は、「エンプロイアビリティー（Employability：雇用可能性）28）」をどのように高
めていくかということが重要になる。ここでいうエンプロイアビリティーの中核は、「従
来のような特定の職種に係る専門的知識やスキルではなく、どのような職種にあっても変
化する環境の中で自らの職能を開発し高めていく能力29）」であろう。このことは、文部科
学省学習指導要領の商業教育の目標に同様の考え方を見出すことができる30）。
　以上のことから、現在の商業高校の多くは教育上の困難を抱え、商業教育の意味や社会
的な有用性の面から機能不全に陥っている。筆者は今までの教育経験から、機能不全の要
因を以下の 4点に集約した。
第 1の要因・・・ 生徒の基礎学力の低下である。とりわけ基礎学力の一定水準を確実に達
成するための理論的理解力の低下である。
第 2の要因・・・ 商業教育をめぐる社会・経済情勢の変化、とりわけIT化とサービス経済
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化の進展である。このことは、事務職やコンピュータプログラマーなど
への就業困難の拡大を招き、学習内容の習得が就労に直結しないという
状態を引き起こし、高校における商業教育の存在意義を根底から覆した。
第 3の要因・・・ 昨今の急速な技術革新と進展は、企業の職種内容と雇用形態の転換を促
し、学校教育に対する企業の場当たり的な教育内容の要請につながった。
学校教育はこの要請に対応するため、特定の技能の習得だけでなく幅広
い一般的素養の上に専門技能を積み上げる教授内容の転換に迫られた。
第 4の要因・・・ 大学進学率のユニバーサル化や卒業後の就業職種と学習内容のミスマッ
チの拡大である。このような社会の高学歴化傾向や普通教育偏重の高ま
りは、商業高校に対する社会的評価の低下を助長させ定着させた。結果
として普通科への進学希望の高止まりを招いた。
　筆者は、第四の要因の改善こそがすべての鍵を握ると考える。極めて単純な見方である
が、大学進学希望者の増加という高学歴化傾向は、高学歴による就職や昇進の有利という
側面だけに誘引され、普通科における職業準備学習が具備されていないことをあらわして
いる。また、大学進学者の増大という側面から捉えるなら、「良い教育」を受けたいとい
う期待値の表れでもある。そこから考えるに、普通科における教育の内実が社会的有用性
を欠き、満たされない気持ちで 3年間を消極的に過ごして進学する側面を見逃せない。こ
のような明確な目標を欠いた進学は、少なからず大学教育への失望や脱落をもたらしてい
る。そのことは、大学生が自己の将来への不安に対して、実践的で専門的な知識や技術の
習得のため一定の職業準備教育を求めて、各種学校へのダブルスクールを促進させている
現状からもあきらかである。
　全国商業高等学校長協会は、実践的な学習についてアンケート調査を行い、「キャリア
教育・商業教育の在り方について31）」として公表している。アンケート調査の目的は、「将
来の職業生活への準備や進路実現に向けた実践的な取組か、文部科学省の学習指導要領に
明記されているように、『働く目的や働く意義を理論的・実践的に学ぶ機会32）』になって
いるのか」などの観点からの検証である。教育目的が多様になってきた現在、これらの検
討を行うにあたり、単なる知識量ではなく問題解決能力や批判的思考力の獲得、学校や友
人との親和度の変化に着目すべきである。これにより、商業教育の成果だけでなくすべて
の教育の成果について可視化できる。
4 　Hope Studyによる検証
（1）EdVisions型PBL（Project-Based Learning）
　2008年 3月に告示された日本の学習指導要領には、協同活動の授業方法として「探求型
学習」のひとつで「総合的な学習の時間」の実施について記されている33）。「探求型学習」
は以前から「プロジェクト・メソッド」「問題解決型学習」として諸外国を中心に実践さ
れている。探求型学習は、教科や教科外の活動を用いて到達目標を達成しようとするカリ
キュラムである。構成主義パラダイムを学習の基礎概念に据えているフィンランドの教育
を支えてきたのは、この探求型学習の中でも「プロジェクト学習（Project-Based Learn-
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ing、以下PBL）」を中心としたカリキュラムである34）。このPBLの教育的な実践を極めて
端的に表現すると、問題解決を目的にした反省的な学習であり、かつ、子どもが中心となっ
て協同的に行う活動と言える。
　上杉は、「自分の意思や決定が尊重されることや周囲と親和的関係が結べること、向か
うべき目標が明確であること。そして、揺れ動く思春期の若者が自分の人生と生き方にしっ
かりと向かい合うためには、熱中して取り組める課題があることが極めて重要な要素35）」
だと主張する。この主張の根底にあるのは、PBLを全面的に導入しているニューカントリー
スクール（Minnesota New Country School：MNCS、以下MNCS）で開発されたEdVisions型
PBLの教育方法である。EdVisions型PBLの学習理論の基礎は、発達的ニーズと学習環境を
お互いに歩み寄って適合させようとする、「発達と環境の適合理論（Stage Environment Fit 
Theory）」の考え方にある36）。これは、学習者だけが環境に適合するために努力するので
はなく、環境としての学校も学習者に適合できるように、両者の歩み寄りによる改革の必
要性を示唆するものである。
　関田はEdVisions型PBLについて「学習者個人の興味・関心を追及する過程で起こる学び
を教育目標に向けて体制化する仕掛けである。自分の好きなことを追及する過程で理解度
も増し、学びは深まる。37）」と考察している。かつて、生徒の自律性に重点を置いてきた
アメリカの教育が、今では相互の関係性を強固にするような教育へ変換し38）、学力や行動
規範といった部分を力ずくで引っ張り上げるのではなく、環境全体を思春期の若者に
フィットするように調整するという気の遠くなるような努力をおこなっている。筆者はそ
のひとつの教育方法がEdVisions型PBLだと考えている。
（2）ホープ尺度
　ホープ尺度とは、生徒が将来成功する可能性を在学中の学習状況から推測しようとした
評価尺度である。内容は、「有能感」「自律性」「所属感」に配慮した教育環境が、子ども
たちの適応感や学力を高め、将来の成功にもつながるという理論的仮説に基づいている。
ホープ尺度を構成する 5つの要素は以下のとおりである39）。
・ホープ（HOPE-Level of optimism toward one’s ability to be successful）
・自律（AUTONOMY-Student Choice）
・帰属意識（BELONGINGNESS-Perceived support of advisers and peers）
・関与（ENGAGEMENT-Approach for tasks）
・目標指向性（GOAL ORIENTATION-Approach to Learning）
（3）調査の概要
①千葉県内の高校に在籍する生徒を対象に質問紙調査をおこなった
普通科生徒558名
　女性：277名
　男性：281名
1年生：177名（女性：  99名　男性：  78名）
2年生：173名（女性：  79名　男性：  94名）
3年生：208名（女性：  99名　男性：109名）
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商業科生徒332名
　女性：173名
　男性：159名
1年生：117名（女性：  64名　男性：  53名）
2年生：102名（女性：  49名　男性：  53名）
3年生：113名（女性：  60名　男性：  53名）
合計生徒数890名
女性：450名
男性：440名
1年生：294名（女性：163名　男性：131名）
2年生：275名（女性：128名　男性：147名）
3年生：321名（女性：159名　男性：162名）
②質問紙調査の内容
構　成： 5つの要素（ホープ・自律・帰属意識・関与・目標志向性）で構成した。
分　析：項目ごとに［よく当てはまる］を 1点、［まあまあ当てはまる］を 2点、［それほ
ど当てはまらない］を 3点、［まったく当てはまらない］を 4点として算出した。
質問紙：ホープと自律のみ文中に明示し他は省略する。
③回答協力高校および調査期間
協力校：商業高校 3校と普通高校 5校
　　　　 「千葉県 高校偏差値ランキング＜http://momotaro.boy.jp/＞」をもとに商業高校 3
校の偏差値の上下幅に入っている普通高校 5校にお願いした。
期　間：平成24年 9月（ 1度の回答）
（4）結果と考察
　本稿では、「高いホープを示す生徒は、低いホープを示す生徒に比べて、学校における
目標に自分から挑戦しようとする。より高いホープをもつ人は、人生を楽しみ健康でより
高い自尊感情を抱く傾向にある40）。」ことや、「ホープの『意志』と進路決定状況や勉強の
満足度との間に正の関連性がある41）」などの先行研究をもとにホープと自律に焦点を絞り
検討を加える。
①ホープ
　「あなたは、どのように学習や活動に取り組んでいるのか、その様子を教えて下さい。」
に対する質問に対する回答の平均値を表 2として示す。なお、すべての質問を記してある。
　質問 2は、普通科・商業科とも満足度が高い。高校生の進路と職業意識に関する調査報
告書の質問『やりたいことにいくら困難があっても挑戦したい』の項目で［とてもあては
まる・まああてはまる］の肯定を示したのは普通科72.4％、職業学科71.9％で、本稿の調
査と傾向が同じである42）。しかし、荷宮が述べる「『がんばらずに良い結果を出すほうがかっ
こいい』、『何も考えずに行動するほうがかっこいい』などの昨今の若者たちの基本的な価
値観43）」とは若干の相違がある。この点について苅谷は1990年代以降、「何をやっても無
駄だ」という生徒と「頑張れば必ず成功する」という生徒の間で、いわば意欲の二極化が
進み、「学習意欲の格差（Insenive Devide）」と呼ばれるほど極端な二極化の傾向が存在す
ると指摘する44）。これらの相違点については今後の検討課題である。
　質問 7は、商業科が普通科より満足度が高い。この相違は佐々木が主張するように「『範
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囲の無限定性（教育指導の範囲と対象が拡散する可能性）』により、若者の進路選択や働
き方、生き方に関するあらゆる理念がキャリア教育に包含された45）」ことが影響している。
文部科学省の調査では、普通科におけるキャリア教育の指導が雲をつかむような曖昧なも
のになりがちで、職場体験や講演会などが断片的に行われている実践例46）が報告されてい
る。他方で、発達段階や経験を考慮せずに「自分で考え自分で決断する」ことが圧力とし
て作用し、規範として高まりと決断できない不安を生徒個人に浸透させた。本田はこうし
た圧力としての規範の高まりが、「決められない」ことへの不安や華やかで流行だが実現
しにくい「夢」へと駆り立てるように作用している47）と主張している。また、苅谷はこの
ような若者たちの現状を、「自己実現アノミー48）」と呼んでいる。このように、キャリア
教育は自分らしさの追求や自己実現という欲求が強化されるのに対して、達成する手段が
社会に十分提供されない状態を招く傾向がある。とりわけ質問 7の満足度の低さから推測
すると、普通科の高校に出現しやすい特徴であろう。このように、普通高校のキャリア教
育は「自己実現アノミー」を昂進させる問題性を色濃くはらんでいると推察できる。
②自律
　「あなたは、なぜ学校での学習や活動をするのか、その理由を教えて下さい。」に対する
質問に対する回答の平均値を表 3として示す。なお、すべての質問を記してある。
表 2　「ホープ」の質問項目の平均値（普通科・商業科）
普通科 商業科
№ 質問事項 １年 ２年 ３年 全学年 １年 ２年 ３年 全学年
１ 困った時は、解決方法をたくさん考えようとした。 23 23 22 23 22 23 21 22
２ 取り組んでいる時は、努力しようとした。 19 20 19 19 18 19 18 18
３ 取り組んでいる時は、いつも疲れていると感じていた。 28 26 28 27 27 26 26 26
４ 取り組んでいる時は、常に解決する方法をさがしていた。 25 24 23 24 22 23 22 23
５ 自分の将来にとって大切なことを得るために、いろいろな方法を考えようとした。 24 23 21 22 21 21 21 21
６ 友だちがあきらめてしまうときでも、解決の方法を見つけようと努力した。 25 23 23 24 23 24 23 23
７ その学習や活動で経験したとことは、自分の将来のために役立つと思った。 21 21 21 21 19 18 19 19
８ 取り組んでいる時は、いつも何かに悩んでいた。 25 24 26 25 27 26 26 26
※ 2未満は〇で囲んである。 1に近づくほど満足度が高い。
表 3　「自律」の質問項目の平均値（普通科・商業科）
質　　問
普通科 商業科
１女 ２女 ３女 １男 ２男 ３男 １女 ２女 ３女 １男 ２男 ３男
１ 自分でそうすべきと考えているから。 2.3 2.1 2.1 2.2 2.0 2.1 2.0 2.0 1.9 1.9 1.9 1.9
２ 先生に勧められたから。 2.9 2.9 2.9 2.9 2.8 2.8 2.9 3.0 3.1 3.0 2.7 2.9
３ 友だちに誘われたから。 3.1 3.0 2.8 2.9 2.9 2.9 2.8 3.1 3.0 2.9 3.1 3.0
４ その学習や活動が楽しそうだったから。 2.4 2.5 2.4 2.5 2.4 2.5 2.1 2.6 2.3 2.3 2.2 2.1
５ しっかりやれば、自分の将来に役立ちそうだから。 1.9 1.9 2.0 2.0 1.9 2.1 1.5 1.6 1.7 1.9 1.7 1.7
６ しっかりやれば、自分を好きになれそうだから。 3.0 3.0 2.8 2.7 2.8 2.7 2.5 2.9 2.7 2.6 2.8 2.7
７ しっかりやることが、自分にとって大事だから。 2.0 1.9 2.0 2.1 2.1 2.0 1.8 1.8 1.9 2.0 2.0 1.9
８ しっかりやる自分を誇りに思うから。 2.9 2.8 2.7 2.7 2.8 2.6 2.5 2.6 2.6 2.6 2.6 2.5
９ しっかりやれば、ほめてもらえるから。 2.9 3.0 2.8 3.0 2.8 2.9 2.6 3.0 2.8 2.9 3.1 2.9
※ 2未満は〇、 3以上は△で囲んである。 1に近づくほど満足度が高い。
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　質問 2『先生に勧められたから』及び質問 3『友だちに誘われたから』の両質問とも商
業科の生徒の満足度は低くなっており、商業科の生徒にネガティブ傾向が高いことがうか
がえる。しかし、両学科の生徒とも相対的に満足度は低く、ネガティブ傾向にあるとも見
ることができる。これを若者の保守化という視点からみるならば、「危険を冒さずに生活
を確保したいという現代の若者像49）」と通底している。高校生の進路と職業意識に関する
調査報告書において、質問『将来どうなるか不安である』の質問項目で、［全くそうであ
るとまあそうである］の肯定を示したのが普通科83.7％、職業学科83.0％であった50）。こ
れらのことから、全体的に両学科とも将来に関して悲観的な意識があり、危険を冒して自
己の夢を追い求めることより安定を求めていることが推測できる。
　質問 9『しっかりやれば、ほめてもらえるから』に対しては、普通科・商業科とも満足
度が低い。青少年の自己肯定感の低さは、「大人になりたくない」という現状への安住志向、
慢性的な疲労感やあきらめ、集中力や耐性の欠如から派生するのかもしれない。佐藤は高
校卒業時の進路への不安を「着地不安」と呼び、『着地不安×教師の期待』、『着地不安×
親の期待』のクロス分析を試み、教師と親の期待の高低と着地不安にはそれほどの有意性
がみられないと述べる51）。つまり、着地不安を軽減させるのは、単純に教師や親が期待す
ればよいというものでないということを指している。もちろん、ほめてもらえることすべ
てが、即周囲の期待の裏返しということとはいえず、教師や親との人間関係は期待だけで
なくさまざまな局面が存在する。この分析から明らかなことは、社会に所属している教師
や親からの期待が、生徒の自己肯定感の促進にそれほどの効果を及ぼしていないという点
である。この点において本調査と通底していると筆者は考察する。
　質問 1『自分でそうすべきと考えているから』に対しては、商業科の生徒が満足度が高
くポジティブ傾向がうかがえる。また、質問 5『しっかりやれば、自分の将来に役立ちそ
うだから』の項目は、普通科・商業科とも満足度が高いという点だけを見るならば、商業
科の自律性の高さを肯定している。
　質問 8『しっかりやることが自分にとって大切だから』の項目で商業科において満足度
が高いことは、普通科と比して自己選択の認められた教育環境に身を置いていることを示
している。そこからは、佐々木の指摘する「キャリア教育への危惧としての心理主義的傾
向批判－労働市場・雇用問題を回避し、結果的に働く者の『エンプロイアビリティー』の
みを問題にしている点」に陥らないという商業教育の有意性をみることができる52）。
　さらに、高校生の進路と職業意識に関する調査報告書の質問『自分の将来についてはっ
きりと目標をもっている』という項目で、［とてもあてはまるとまああてはまる］の肯定
を示したのが普通科60.3％、職業学科62.6％の生徒であった53）。また、質問『就きたい職
業について知識をもっている』の項目でも普通科47.1％、職業学科51.0％であった54）。こ
れら普通科と職業学科の違いは、商業教育を普通教育に援用できる立場に立てば、商業教
育の有意性を推測できる。
5 　まとめにかえて
　これまで、商業科と普通科の高校生の生徒相互や教師との関係性について、ホープと自
律に着目して検討を加えた。ここから明らかになったおもな知見は、以下の 5点である。
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① そもそも商業教育は、構成主義パラダイスを包摂した授業内容であった。また、商業教
育は今後の社会を担う生徒たちに求められる能動的な問題理解能力を育てる教育であろ
う。しかし、高校は高卒就職市場の変化、産業・労働・雇用環境の変化に十分に対応で
きているとはいえない。
② 商業教育は、教育課程の中で知識と体験を意図的・計画的に実践することが可能な教育
である。とりわけ商業教育は、生徒の将来の職業生活への準備教育、進路実現に向けた
具体的な目標設定、社会への主体的な取組などを可能にしている。体験的な学習（イン
ターンシップ等）を重視し、実践的・実際的な職業教育を実施することが必要である。
③ ホープの質問項目ではネガティブ傾向を見ることができない。全体的に商業科の満足度
が普通科より高くポジティブ傾向にある。 3つのポジティブ傾向のうち 1つは両学科、
2つは商業科のみ満足度が高い。
④ 自律の質問項目全般においては、際立った普通科と商業科の差異は見られなかった。さ
らに、ネガティブおよびポジティブ傾向は両学科とも同様の満足度であった。
⑤ 商業教育を経ないキャリア教育は、高校生の「自分らしさの追求」や自己実現という欲
求が強化される「自己実現アノミー」を昂進させている。
　筆者は商業科の満足度が高かった要因として、普通科教育の持つキャリア教育の無限定
性による弊害、社会と結合していない授業形態の多さなどが、普通科の生徒の意識に現れ
たのではなかろうかと考察している。このことからも、キャリア教育の根幹には商業教育
などの実質的な職業教育の教科指導が必要であろう。
　翻って、商業教育はインターンシップをとおして、実際に仕事の過程に従事する機会が
多く55）、ビジネス、商品の生産・流通・消費にかかわる経済的諸活動の総称としてとらえ、
経済社会の仕組みを学ぶ教育課程が存在している。また、商業教育で取り扱う教育内容は、
産業等の発展と技術の高度化により、商品の社会的な移転にかかわる教育の必要性を増加
させており、経済社会において必要不可欠な基礎的な知識を含んでいる。そのように考え
ると商業教育は就業に直結した準備教育としてではなく、きわめて相互作用的で参加の枠
組みという社会的な文脈の中で構成され、その仕事を行いながら技能を習得する「正統的
周辺参加（Legitimate Peripheral Participation）56）」と通底する。
　世界各国の教育改革で共通している課題は学習の改革である57）。この改革は画一的で個
人主義的な傾向よりも、自立的で活動的、協同的な学びが強調され、まさに構成主義パラ
ダイムへの学習の転換を焦点とする改革である。今後の構成主義と商業教育のあり方につ
いて次の 4点が示唆できる。
① 石岡は、「学校と職業世界には、システムにおける連続性と教育内容における非連続性
が存在する58）」と主張する。筆者は社会と切り離された教育はあり得ないという立場を
明確にし、学校教育と職業世界が連続してお互いにかかわり合い歩み寄る必要があると
考えており、この歩み寄りの関与は、EdVisions型PBLの「発達と環境の適合理論（Stage 
Environment Fit Theory）」の考え方に通底している。とりわけ商業高校においては、個々
の職業に必要な具体的な技能の育成に特化したものだけでなく、日常を取り巻く社会的
なかかわりを具体的課題とした教育活動が数多く存在し、学びの連続性と歩み寄りが散
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見できる。
② 知識の伝達と習熟を基本とする学校教育から、実際の社会を学習の場にしてコミュニ
ケーション、創造的な思考、狭い専門領域にとらわれない脱領域的な知性を育む教育へ
の変化が求められる。とりわけ、職業教育としての商業教育は、ある程度定まった専門
性をもとに思考の自己認識を促し、周辺の他者や社会をリアルに認識させ、生徒が生き
生きと学ぶことを可能にする。このように、商業教育は教師と生徒との協同作業によっ
て学校と社会の学びの連続性を促し、結果的に社会的な文脈の理解を可能にしている。
③ キャリア教育の根幹には、商業教育という実質的な教科指導が必要である。前述したよ
うに、キャリア教育を教科として位置付けられない普通高校は、「自己実現アノミー」
を昂進させている。とりわけ産業等の発展と技術の高度化は、商品の社会的な移転にか
かわる教育の必要性を増加させ、商業教育が就業に直結した就業準備教育ではなく、普
通教育として取り組まれるべき教育であるといえる。
④ すべての高校の教育課程に社会とのつながりやかかわりを重視した、商業教育をキャリ
ア教育として導入することが有意である。しっかりやることが自分にとって大切だから
という自律性の意識の高まりは、商業教育で実践されている実体験に基づいた具体的な
知識の習得と、経験による自己肯定感の高まりを誘発する。このように考えると商業教
育で積極的に取り扱われてきた教育方法は、「サービス・ラーニング（Service Learn-
ing）59）」と極めて類似性がある。
　本稿で指摘した「自己実現アノミー」の昂進を漸減させ、自己選択の認められた教育環
境に身を置いているという安心感を高めるためには、画一的で個人主義的な教育手法より、
自立的で活動的、協同的な学びの教育手法が強調される。学習は理解できるレベルまで下
げて積み上げるのではなく、わからないレベルの授業を教師や仲間たちとコミュニケー
ションで模倣することで内化することが可能になる60）。生徒が学びの楽しさに気づくため
には、生徒の中に隠れている能力を生徒自身が引き出し、教師と生徒が対等な立場で協同
して真理を模索し探求する関係性の構築が求められる。そのうえで、社会的なかかわりの
中から日常の学びを進め、教科のいくつかの単元において現実的で具体的課題を付加し、
学校から社会にかけての学びの連続性に配慮することが必要であろう。そのためにも、こ
れからの高校教育は、高校での学習を単に学校の中だけや上級学校への入学試験だけに収
束せず、複雑化・学際化・情報化する知識基盤社会に対応するため、授業方法やカリキュ
ラムに社会的課題の解決に向けた協同学習の考え方の研究が求められる。
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